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　「エコマークニュース」は、「エコマーク事業実施要領」の改正を受けて１９９５年６

月１４日よりエコマーク事務局が発行するものです。この「エコマークニュース」では、

「エコマーク事業実施要領」に基づき、新規選定のエコマーク商品類型、認定基準案など、

エコマーク事業に関する情報を提供しています。
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新商品類型の認定基準の制定について

エコマークニュース第７号（１９９８年２月２５日発行）において、エコマーク新商品

類型見直し試案｢紙製の事務用品｣(案)、｢包装用の用紙｣(案) 、｢紙製の包装用材｣(案)とし

て公表された新商品類型の認定基準は公表後に寄せられた意見を踏まえて修正がなされ、

１９９８年７月、(財)日本環境協会エコマーク事務局のエコマーク推進委員会(座長：森嶌

昭夫)において審議されました。その結果、基準案は承認され、エコマーク事務局は８月３

日付けで基準として制定しました。

なお、同日付けで、「再生パルプ使用一般事務用品」、「再生パルプ使用包装用紙」、

「再生パルプを使用した包装用材」は廃止となりました。

　①紙製の事務用品

　　別添１の通り



　②包装用の用紙

　別添２の通り

　③紙製の包装用材

　　別添３の通り

基準改定時の契約業務に関する規定について

エコマーク認定商品のエコマーク使用契約締結者の方々に対して、エコマーク使用契約

更新時に認定基準が見直されることとなった場合の混乱を回避するため、｢基準改定時の契

約業務に関する規定｣を新たに制定しました。該当するエコマーク認定商品を有する方は、

エコマークニュース第６号（１９９７年１１月２８日発行）をご参照下さい。

追　　補

　エコマークニュース第８号（１９９８年７月１日発行）において、エコマーク商品類型

Ｎｏ．１０９「再生材料を使用したタイル・ブロック」、Ｎｏ．１１０「生分解性潤滑油」、

Ｎｏ．１１１「木材等を使用したボード」が制定されたことに伴い、エコマーク商品類型

Ｎｏ．４２「廃材を使用したタイル・ブロック」、Ｎｏ．２５「生分解性２サイクル機関

用エンジンオイル」、Ｎｏ．４６「生分解性の油圧作動油」、Ｎｏ．４７「生分解性の潤

滑油」、Ｎｏ．３５「廃木材等を使用したボード」は、７月１日付で廃止となりました。


